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江南市下水道事業経営戦略【概要版】（案） 
《 計画期間 令和３～12年度（10年間） 》 

 

 

 

国、地方とも厳しい財政状況の中、人口減少・少子高齢化等による社会情勢の変化、節水意識の向上

による有収水量の減少等、本市においても下水道の整備を取り巻く環境は大きく変化しています。 

こうした状況の中で、下水道事業を将来にわたって安定的に続けていくためには、適正かつ計画的に

下水道管路施設の整備・維持管理や今後の更新への対応、事務事業の効率化等、経営基盤強化のための

取り組みをより一層推進するとともに、経営に必要な財源を確保することが求められています。 

このため、本市では、地方公営企業法の一部（財務規定等）を適用し、令和 2 年 4 月より公営企業会

計に移行することで下水道事業の財務を明確化したうえ、中長期的な視点に立った経営の基本計画であ

る「江南市下水道事業経営戦略」を策定することとしました。 

 

 

 

（１）下水道事業の現況        （２）下水道使用料の現況 

  
  

 

 

（３）使用料改定 

本市では、これまで使用料の改定をしていません。なお、普及率が低い段階では十分な使用料収入が

得られないため、汚水処理に要する費用を下水道利用者だけで負担することは困難であることから、一

般会計繰入金を活用することはやむを得ませんが、段階的に使用料へ転嫁する必要があります。 

整備開始年月 平成 6 年 3 月 

供用開始年月 平成 14 年 8 月 

法適化の時期 
令和２年４月１日（一部

適用（財務規定等）） 

処理区域面積 636.6ha 

処理区域内人口 41,009 人 

処理区域内 

人口密度 
64.4 人／ha 

普及率 40.8％ 

区分 汚水排出量 使用料 

一般用 

 

基本使用料 5m³ 以下 425 円 

超過使用料 

5～10m³  85 円/m³ 

10～20m³ 95 円/m³ 

20～30m³ 120 円/m³ 

30～50m³ 145 円/m³ 

50～100m³ 160 円/m³ 

100～500m³ 190 円/m³ 

500m³～  215 円/m³ 

公衆浴場用 
基本使用料 ～100m³ 4,250 円 

超過使用料 100m³～ 47 円/m³  

第 1 章 はじめに 

経営戦略策定の趣旨 

第 2 章 下水道事業の概要 

１. 下水道事業と下水道使用料の現況（令和２年３月 31 日現在） 

※別途、消費税相当額を加算 

※使用料収入総額を有収水量で割った使用料単価は

約 120 円 

 

資料２ 
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（１）管きょの整備状況 

法定耐用年数（50 年）に達する管きょはありませんが、今後の更新投資を見越して計画的に長寿命

化対策を進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）水洗化人口と有収水量の見通し 
 

令和元 

年度 

令和５ 

年度 

令和９ 

年度 

令和 12 

年度 

水洗化人口(人) 28,338 32,991 36,124 37,438 

（令和元年度比較） ― 約 16%増 約 27%増 約 32%増 

有収水量(千㎥） 2,569 3,145 3,536 3,691 

（令和元年度比較） ― 約 22%増 約 38%増 約 44%増 

（３）近隣市町及び類似団体との比較 

下水道事業の現状について近隣市町及び類似団体と比較したところ、本市の現状は、比較団体平均に

対し、有収率、経費回収率、使用料単価については比較的優れた状態を示しています。一方、それ以外

の指標については、劣った状態を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. 下水道事業の現状分析と将来の見通し 

※「経営指標比較（チャー

トグラフ）」のチャート上

の数値は偏差値であり、実

際の数値ではありません。

また、偏差値は類似団体平

均を基準値としており、数

値が高いほど優れた状態

を表しています。 
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（１）投資に関する課題 

・今後も市内全域の下水道整備を進めていくと、整備が完了するまで、長期間にわたって多額の投資経費が 

必要となること。 

・市街化調整区域は、市街化区域に比べ人口密度が低く、今後の高齢化や人口減少も踏まえると、投資効率

が悪いこと。 

・水洗化率が全国平均と比べて低めであるほか、比較団体と比べても低く、整備してもすぐに使用料収入に

反映されにくいこと。 

 

（２）財政に関する課題 

・整備過程で投資が続いているため、企業債及び一般会計繰入金に関する指標はいずれも比較団体を上回っ 

ており、比較団体に比べて企業債及び一般会計繰入金への依存度が高く、資金的には余裕がない状況であ

ること。 

・処理区域内に排出量の多い企業等の大口需要家が少なく、また使用料水準が全国平均と比較して低いこと

から、比較団体に比べ、使用料収入が少なく一般会計繰入金への依存度が高いこと。 

・現状で企業債や一般会計繰入金に依存している財政体質であるうえに、今後の下水道整備を進めることに

より、さらに企業債及び一般会計繰入金が増加する可能性が高いこと。 

 

（３）課題の解決に向けて 

投資及び財政に関する課題の解決に向けて、人口減少等、将来の施設需要を見据え、適正な投資を行って

いくことが重要であり、加えて、水洗化率向上に向けた施策の検討が必要です。 

また、整備過程で増加する可能性がある企業債負担を考慮して、使用料、一般会計繰入金の構成比を検討

した財政計画の策定も必要となります。 

 

 

以下の２点を基本方針とし、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組みます。 

（１） コンパクト・プラス・ネットワークの実現 

整備区域は市街化区域を原則としますが、市街化調整区域のうち、市街化区域に近接する区域につい

ては、下水道整備ニーズ、事業費、採算等を勘案して公共下水道の整備を検討し、人口減少や高齢化等

を踏まえた将来の施設需要を見据えた適正な投資を行うことで、第６次江南市総合計画に掲げるコンパ

クト・プラス・ネットワークの実現に取り組みます。 

（２） 適正な財源の確保 

将来の更新投資等に対しても安定して下水道サービスが供給できるよう、基準外繰出による一般会計

の負担、あるいは企業債による将来世代の負担が過剰にならないよう、使用料の改定を通じて使用者に

よる適正な負担となるよう検討するなど、地方公営企業の独立採算の原則にのっとり適正な財源の確保

に取り組みます。 

 

３. 投資及び財政に関する課題と解決に向けて 

第 3 章 経営の基本方針 
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下水道事業は、下水道施設の健全性を維持することが安定した汚水処理を行うための前提条件となり

ます。一方で、健全性を維持するための投資には多額の費用が必要となるため、「投資試算」と「財源試

算」を均衡させることが、持続可能な下水道事業を実現するうえで非常に重要となります。 

これまで本市では、投資及び財政面の課題に対応するため、さまざまな取り組みを実施することによ

り経費削減を行ってきました。今後も経費削減の取り組みは継続していきますが、本市の下水道事業を

取り巻く環境は厳しく、将来にわたって安定的に事業を継続するためには、投資の合理化や財源見直し

により経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図ります。 

 

 

（１） 投資目標 

 

 

 

（２） 今後の投資についての考え方・検討状況 

① 広域化・共同化に関する事項 

愛知県や近隣市町と積極的な情報交換等を行い、効率的な事業運営を検討します。 

② 投資の平準化に関する事項 

既存施設の長寿命化計画や更新計画を策定するなど投資の平準化に取り組みます。 

 

 

（１） 財政目標 

 

 

 

 

（２） 今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに関する事項 

令和 12 年度までの 10 年間の計画期間内で、当期純損益の黒字化が求められています。 

本市では、令和２年度に法適化し、使用料の対象となる経費についての的確な把握と、減価償却費を

含め正確に財源試算を行った結果、黒字化を達成するためには、使用料の改定による収入の増加が急務

となっています。このことから、今後は、使用料の見直しを検討します。 

※今後 20 年間の投資・財政計画では、令和 5、9、13、17 年度に使用料を改定すると仮定しています。 

 

 

第 4 章 投資・財政計画 

目標 

管きょの長寿命化 

不明水の削減 

目標 

水洗化率 90％以上 

経費回収率 100％以上 

一般会計からの基準外繰入の抑制 

1. 投資に関する取り組み 

2. 財政に関する取り組み 
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策定した投資・財政計画（20 年間）において、10 年間の計画期間内の目標として掲げた主な指標の推

移は次のとおりです。なお、使用料について、計画期間内では、令和５年度に 135 円、令和９年度に 150

円に改定すると仮定して試算しています。 

① 使用料収入と経費回収率           ② 収益的収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

③一般会計繰入金 

一般会計繰入金のうち基準外繰入金は、令和 2 年度と比較して令和 11 年度には約 80%の削減となり、

大きく抑制できる見通しとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営戦略は、令和 12 年度までの 10 年間の計画ですが、社会情勢が大きく変化する昨今では、

今後、本市の下水道事業を取り巻く環境も大きく変化することが考えられます。 

経営戦略で掲げた取り組みを着実に遂行するため、年度ごとに点検・評価を行い、計画の中間期

には検証を行います。 

第 5 章 経営戦略の事後検証等 

３. 投資・財政計画（収支計画） 
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一般会計繰入金
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(百万円) 使用料収入と経費回収率

使用料収入 経費回収率

経費回収率は、令和 11 年度に 104.2%

に達する見通しとなります。 

 

当期純損益は、令和 11 年度に 37 百万円

の黒字化を達成する見通しとなります。 


